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農 村 の 振 興
ー令和３年度食料・農業・農村白書からー

政府は、令和４年５月２７日に「令和３年度食料・農業・農村白書」を閣議決定し、公表し

た。そのうちから 「第３章 農村の振興」の部分を紹介する。、

なお、白書の構成は次のようになっている。

はじめに

トピックス １ 新型コロナウイルス感染症による影響が継続

トピックス ２ みどりの食料システム戦略に基づく取組が本格始動

トピックス ３ 農林水産物・食品の輸出額が 兆円を突破1

トピックス ４ スマート農業・農業のデジタルトランスフォーメーション（ ）を推進DX
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トピックス ６ 加工食品の国産原料使用の動きが拡大

トピックス ７ 半農半 など多様な農業への関わり方が展開X

変化する我が国の農業構造特集

第１章 食料の安定供給の確保

第２章 農業の持続的な発展

第３章 農村の振興

第４章 災害からの復旧・復興や防災・減災、国土強靱化等

第３章 農村の振興

第１節 田園回帰の動向

中山間地域を始めとする農村では、高齢化・人口減少が進行している一方で、近年、

「田園回帰」による人の流れが全国的な広がりを持ちながら継続しており、農村の持つ

価値や魅力が再評価されています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大も、地方移住

への関心の高まりを後押ししていると考えられます。

本節では、このような中での農村の現状と田園回帰の動向について紹介します。

(農村では高齢化・人口減少が都市に先駆けて進行)

、 、国土の大宗を占める農村は 国民に不可欠な食料を安定供給する基盤であるとともに

、 、 、農業・林業など様々な産業が営まれ 多様な地域住民が生活する場でもあり さらには

国土の保全や水源の涵養など多面的機能が発揮される場でもあることから、その振興を
かんよう

図ることが重要です。
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一方、農村において、高齢化・人口減少が都市に先駆けて進行しており、農村の高齢

化率は令和２(２０２０)年時点で３５．０％であり、都市部よりも２０年程度先行して

います。農村の人口における６５歳以上の割合を都道府県別に見ても、平成２２(２０１０)

年では全ての都道府県が２５％未満でしたが、令和２(２０２０)年では３５ 以上が%

２７都道府県となっており、高齢化が進行していることがうかがえます。

また、我が国の令和２(２０２０)年の農業地域類型別の人口は、都市的地域で１億８５

万人、平地農業地域で１，０８０万人、中間農業地域９８４万人、山間農業地域で３１１

万人と推計され、約８割が都市的地域に集中している状況です。さらに、平成２２

(２０１０)年から令和２(２０２０)年までの１０年間の人口の推移について、都市的地

域では横ばいですが、平地農業地域では９％、中間農業地域では１４％、山間農業地域

では２０％減少しており、中山間地域では都市的地域に先行して人口減少が進んでいる

ことがうかがえます。

(若い世代等を中心に田園回帰の動きも拡大傾向)

地方暮らしや ターンを希望する人のための移住相談を行っている 法人ふるさUJI NPO

と回帰支援センター(以下「ふるさと回帰支援センター」という。)への相談件数は、近
か い き し え ん

。 、年増加傾向で推移しています 令和３(２０２１)年の相談件数は前年から２９％増加し

過去最高の４万９，５１４件となりました。相談者について年齢階層別に見ると、近年

は２０代から３０代までの問い合わせの割合が約半数で推移しています。

また、総務省の「住民基本台帳人口移動報告」を見ると、東京圏からの年齢階層別の

転出者数は、１５ ２９歳と５０歳以上では増加傾向で推移しています。さらに、令和〜

３(２０２１)年６ ８月に内閣府が行った調査によると、都市住民の２６．６％が農山〜

漁村地域へ移住願望が「ある 「どちらかというとある」と回答しています。年齢階層」、

別の割合を見ると、１８ ２９歳で３７．３ 、５０ ５９歳で３４．５ と高くなっ〜 〜% %

ています。

これらのことから、若い世代や５０代を中心に、気候、自然に恵まれたところや都会

の喧噪から離れた静かなところで暮らしたいという田園回帰の意識が高まっていること
けんそう

がうかがわれます。新型コロナウイルス感染症の感染拡大によりテレワークが普及して

いること等も、地方移住への関心の高まりを後押ししていると考えられます。

第２節 地域の特性を活かした複合経営等の多様な農業経営等の推進

農村、特に中山間地域では、米、野菜、果樹作等のほか、畜産、林業にも取り組む複

合経営を進め、所得と雇用機会を確保する必要があります。一方で、都市農業は、農業

体験等において重要な役割を担っています。本節では、中山間地域の農業や都市農業の

特性とそれらを活かした多様な農業経営等の取組について紹介します。
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( ) 中山間地域の農業の振興1

(中山間地域の農業経営体数、農地面積、農業産出額は全国の約４割)

中山間地域は、人口では全国の約１割ですが、農業経営体数、農地面積、農業産出額

では約４割、国土面積でも６割以上を占めるなど、食料生産を担うとともに、豊かな自

然や景観の形成・保全といった多面的機能の発揮の面で重要な役割を担っています。

(中山間地域は果実・畜産等の多様な生産において重要な役割)

農業産出額に占める中山間地域の割合を品目別に見ると、令和２(２０２０）年は米や

穀物・麦類の割合が３割程度の一方、果実では４割以上、畜産では５割以上を占め全品

目の平均値である約４割より高くなっています。これは、果樹や畜産は地形上の制約が

比較的小さいためと考えられます。

(中間農業地域 山間農業地域の農業所得はそれぞれ平地農業地域の約７割 約４割程度)、 、

農業経営体の農業所得、農業生産関連事業所得、農外事業所得の合計のうち、農業所

得の占める割合(農業依存度)を農業地域類型別に見ると、都市的地域の農業依存度は

４５％と低い一方で、平地農業地域と中山間地域の依存度は８８ ９６％と高くなって〜

います。

また、中間農業地域、山間農業地域の 農業経営体当たりの農業所得は令和２(２０２０)1

年で１０６万円、６１万円であり、それぞれ平地農業地域の約７割、約４割となってい

ます。中山間地域では、傾斜度の大きい農地が多いといった地形条件等から、土地生産

性や労働生産性が平地農業地域と べ低くなっており、農業粗収益が低く、農業経営費⽐

の占める割合がやや高いためと考えられます。

(中山間地域の特性を活かした複合経営の実践に向けた取組を支援)

加工・販売や農家民宿等の農業生産関連事業の実施状況を農業地域類型別に見ると、

農業経営体数では中間農業地域が最も多く、実施割合では他地域と同様に、中間農業地

域、山間農業地域とも１０％程度となっています。

農林水産省は、小規模農家を始めとした多様な経営体がそれぞれにふさわしい農業経

営を実現するため、令和３(２０２１)年６月に公表した「新しい農村政策の在り方に関

する検討会」の中間取りまとめを踏まえ、農業、畜産、林業も含めた多様な経営の組合

せにより地域特性に応じた複合経営実践の取組を支援していくこととしています。

また、山村の有する多面的機能の維持・発揮に向け、山村への移住・定住を進め、自

立的発展を促すため、農林水産省は平成２７(２０１５)年度から振興山村の地域資源を

活用した商品開発等に取り組む地区(令和３(２０２１)年度は７０地区)を支援していま

す。
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(コラム) 中山間地域における稲作部門での複合経営と販売金額の関係

中山間地域における稲作部門販売金額第 位の農業経営体数の販売金額別の割合1

を見ると、１，０００万円以上の経営体の割合は、稲作単一経営で２．３ に対し%

、 、 ． 、て 準単一複合経営(稲作主位部門) 複合経営(稲作主位部門)がそれぞれ１０ １%

９．６ となっています。%

中山間地域においては、農地の集積・集約化や農業生産基盤整備等による生産性

の向上の取組と併せて、稲作部門においては、地域の特性を活かした多様な農業生

産や農業生産関連事業等を組み合わせた複合経営の取組が販売金額の向上につなが

っていることがうかがえます。

（２）多様な機能を有する都市農業の推進 省略

第３節 農山漁村発イノベーションの推進

農山漁村を次の世代に継承していくためには、６次産業化等の取組に加え、農泊、農

福連携、再生可能エネルギーの活用等、他分野との組合せにより農山漁村の地域資源を

フル活用する「農山漁村発イノベーション」の取組も重要です。本節ではそれらの取組

の推進状況について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響にも触れつつ紹介し

ます。

(１) 人口減少社会に対応した農村振興

(多様な地域資源を活用した農山漁村発イノベーションを推進)

人口減少社会に対応した農村振興に関する施策や土地利用の方策等を検討するため、

、 「 」農林水産省は 令和２(２０２０)年５月から 新しい農村政策の在り方に関する検討会

及び「長期的な土地利用の在り方に関する検討会」を開催し、令和３(２０２１)年６月

に中間取りまとめを行いました。

中間取りまとめでは、農山漁村における所得向上や雇用機会の創出を図るため、従来

の６次産業化の取組を発展させ、農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活

用し、観光・旅行や福祉等の他分野と組み合わせて新事業や付加価値を創出する農山漁

村発イノベーションの取組を推進することとしています。

これを踏まえて、農林水産省は、多様な地域資源を新分野で活用した商品・サービス

の開発等への支援を行うとともに、国及び都道府県段階に農山漁村発イノベーションサ

ポートセンターを設けて、取組を行う農林漁業者等に対して、専門家派遣等の伴走支援

や都市部の起業家とのマッチング等を行うこととしています。

さらに、農山漁村発イノベーション等に必要な施設整備が円滑に実施できるよう 「農、

山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律の一部を改正する法
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律案」を令和４(２０２２)年３月に国会に提出しました。これにより、それらの施設整

備に当たっての農地転用等の手続きを迅速化することを目指しています。

(２) 需要に応じた新たなバリューチェーンの創出

(６次産業化による農業生産関連事業の年間総販売金額は２兆３２９億円)

６次産業化に取り組む農業者等による加工・直売等の農業生産関連事業の年間総販売

、 、 、金額は 近年横ばいで推移していましたが 令和２(２０２０)年度の年間総販売金額は

、 。農産加工等の減少により前年度と比べ４４３億円減少し ２兆３２９億円となりました

(６次産業化に取り組む事業者の売上高平均額は増加傾向)

六次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画認定件数の累計は 令和３(２０２１)、

年度末時点で２，６１６件となりました。農林水産省が令和２(２０２０)年度に行った

認定事業者を対象としたフォローアップ調査によると、総合化事業に５年間取り組んだ

事業者の売上高の平均額は、５年間で約１．５倍に増加しています。

(３) 農泊の推進

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大が農泊の宿泊者数に大きく影響)

農泊とは、農山漁村において農家民宿や古民家等に滞在し、我が国ならではの伝統的

な生活体験や農村の人々との交流を通じて、その土地の魅力を味わってもらう農山漁村

滞在型旅行のことです。

令和２(２０２０)年度までに採択された５５４の農泊地域では、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大の影響を受ける中で、令和２(２０２０)年度の延べ宿泊者数は前年度

から約１９９万人減少して約３９１万人となりました。そのうち、訪日外国人旅行者の

延べ宿泊者数は前年度から約３６万人減少し、約２万人となりました。

(新たなニーズへの対応による宿泊者数回復の取組)

農林水産省は、令和３(２０２１)年度末までに全国５９９の農泊地域を採択し、これ

らの地域において、宿泊、食事、体験に関するコンテンツ開発等、農泊をビジネスとし

て実施できる体制の構築等に取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受ける中、ワーケーションや近隣地域

への旅行（ マイクロツーリズム ）といった新たな生活様式に対応したニーズが顕在化「 」

しており、農泊地域では、そのような新たなニーズに対応した都道府県内での教育旅行

や地元企業の研修の受入れといった取組が行われています。農林水産省では、新型コロ

ナウイルス感染症の収束後を見据えたコンテンツの磨き上げの取組等を支援するなど、

安全・安心な旅行先としての農泊の需要喚起に向けて取り組んでいます。
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(事例) 新たなニーズへの対応により宿泊者数が回復(宮城県）

宮城県蔵王町の蔵王農泊振興協議会は、株式会社ガイア、生産者組合等が構成員
ざおうちよう ざ お うのうはくしんこうきようぎかい

となって、別荘地「蔵王山水苑」を中心に農泊を推進している組織です。空き家を
ざおうざんすいえん

宿泊施設にするとともに、荒廃農地を観光農園や就農する移住者に貸す農地として

活用するなど、地域で山積していた問題を地域の資源として転化しながら、農泊の

推進を通じた地域活性化とまちづくりを進めています。

同町では、観光客の半数以上が訪日外国人旅行者であったこともあり、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大の影響により宿泊者数が 時大幅に減少しました。同⼀

協議会はワーケーションやマイクロツーリズムといった新たなニーズにターゲット

を切り替えたことにより、令和２(２０２０)年にはワーケーションの宿泊者を

３５０人泊取り込むとともに、マイクロツーリズムの旅行者(宿泊数)を前年より約

７割増加させることができました。これにより、令和２(２０２０)年度は全体とし

て９５％以上の宿泊稼働率を確保することができました。

(「 」認定地域に６地域を追加)SAVOR JAPAN

農林水産省は、平成２８(２０１６)年度から、農泊を推進している地域の中から、特

に食と食文化によりインバウンド誘致を図る重点地域を「農泊食文化海外発信地域

( 」に認定する取組を行っています。インバウンド需要の回復に備え、SAVOR JAPAN）

令和３(２０２１)年度は新たに６地域を認定し、認定地域は全国で３７地域となりまし

た。

( ) 農福連携の推進4

(農福連携に取り組む主体数は前年度に比べて約１割増加)

障害者等の農業分野での雇用・就労を推進する農福連携は、農業、福祉両分野にとっ

て利点があるものとして各地で取組が進んでいます。

農福連携に取り組む主体数については、令和２(２０２０)年度は目標の５００主体創

出に対して、新たに４５４主体が農福連携に取り組み、前年度に比べて約１割増加の

４，５７１主体となりました。

「農福連携等推進ビジョン」(令和元(２０１９)年６月)においては、令和元(２０１９)

年度末からの５年間で３，０００主体創出することを目標としており、引き続き、認知

度の向上や人材の育成、施設整備への支援等に取り組むこととしています。

(優良事例２５団体をノウフク・アワード２０２ として表彰)1
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令和２(２０２０)年３月に設立した農福連携等応援コンソーシアムでは、普及啓発の

ためのイベントの開催、連携・交流の促進、情報提供等を行っています。取組の 環と⼀

して、令和４(２０２２) 年３月、農福連携に取り組む団体、企業等の優良事例２５団体

を「ノウフク・アワード２０２１」として表彰しました。

また、農福連携の更なる認知度向上に向けて、令和３(２０２１)年１０月に、テレビ

番組等で農福連携を紹介する活動を行っている の城 島茂さんを「ノウフクアンTOKIO
じようしましげる

バサダー」に任命しました。城島さんはノウフク・アワード表彰式への参加や各種メデ

ィアを活用した情報配信を行いました。

(事例) ノウフク・アワード グランプリ受賞団体2021

○障害者や福祉がプラスとなるユニバーサルデザインによる農業経営を展開(静岡県)

京 丸園株式会社は静岡県浜松市 で米等の作付けや芽ねぎ等の施設野菜の栽培を
きようまるえん はままつし

。 、行っている法人です 平成８(１９９６)年から障害者の雇用と研修受入れを開始し

令和３(２０２１)年度時点で農業、出荷調製作業に携わる障害者２２人を雇用して

います。

雇用に当たっては、職場に企業在籍型職場適応援助者等を配置するなど、障害者

のスキルアップを支援するとともに、職務の内容に応じて給与を増加させる仕組み

を導入しています。また、ユニバーサルデザインの機械開発を通じて作業の標準化

を図ることにより、作業の精度・効率が上がり、工賃向上にも寄与しています。

(事例) ノウフク・アワード２０２１ グランプリ受賞団体

○宇治茶や京都の伝統野菜を活かした農福連携の取組を世界に発信(京都府)

さんさん山城は京都府京田辺市で宇治茶やえびいも、田辺ナス等の京都の伝統野
やましろ きようたなべし

菜の生産、加工、販売を行う就労継続支援Ｂ型事業所です。聴覚障害者やひきこも

り状態にあった者等が野菜等の生産や加工作業に通年で従事するとともに、生産し

た野菜等を活用した料理を提供する併設のコミュニティカフェにおいても、メニュ

ーづくりから接客・調理までを障害者が中心となって行っています。農作物、加工

品、カフェ等の売上げは平成２６(２０１４)年の５７０万円から令和３(２０２１)

年には１，６７０万円と増加しており、英語等４言語に対応したＷｅｂサイトを通

じて取組を世界に発信しています。

(現場で農福連携を支援できる専門人材を育成)

現場で農福連携を支援できる専門人材を育成するため、農林水産省は、障害特性に対

応した農作業支援技法を学ぶ農福連携技術支援者育成研修を実施しています。令和３

(２０２１)年度は、令和４(２０２２)年３月時点で新たに１１８人の農福連携技術支援

者を認定し、累計では１７７ となりました。⼈



- 8 -

(５) 再生可能エネルギーの推進

(再生可能エネルギーによる発電を活用して、地域の農林漁業の発展を図る取組を行って

いる地区の経済規模は増加)

農林水産省は、みどりの食料システム戦略で掲げる地産地消２型エネルギーマネジメ

ントシステムの構築に向けて、農漁村における再生可能エネルギーの取組を推進してい

ます。

再生可能エネルギーを活用して地域の農林漁業の発展を図る取組を行っている地区の

再生可能エネルギー電気・熱に係る経済規模については、これまでの増加のベースを勘

案して、令和５(２０２３)年度に６００億円にすることを目標としています。令和２

(２０２０)年度末時点の経済規模は目標４２０億円に対し、前年度と比べて７６億円増

の４４８億円となりました。

(農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を作成した市町村数は７４に増加)

農山漁村において再生可能エネルギー導入の取組を進めるに当たり、農山漁村が持つ

食料供給機能や国土保全機能の発揮に支障を来さないよう、農林水産省では、農山漁村

再生可能エネルギー法に基づき、市町村、発電事業者、農業者等の地域の関係者から成

る協議会を設立し、地域主導で農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギ

ー発電を行う取組を促進しています。

令和２(２０２０)年度末時点で、農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を

作成し、再生可能エネルギーの導入に取り組む市町村は、前年度に比べ６市町村増加の

７４市町村となりました。また、同法を活用した再生可能エネルギー発電施設の設置数

も年々増加しており、その設置主体も同 都道府県内の企業が過半数を占めています。⼀

(荒廃農地を活用した再生可能エネルギーの導入を促進)

荒廃農地については、その解消が急務であり、再生利用及び発生防止の取組を進める

ことが基本ですが、一方で、これらの取組によってもなお農業的な利用が見込まれない

ものも存在します。

農林水産省は、２０５０年カーボンニュートラル社会の実現に向け、農業的利用が見

込まれない荒廃農地について、農山漁村再生可能エネルギー法も活用するなど、優良農

地の確保に配慮しつつ再生可能エネルギーの導入を促進しています。

(営農型太陽光発電の導入が進展)

農地に支柱を立て、上部空間に太陽光発電設備を設置し、営農を継続しながら発電を

行う営農型太陽光発電の取組は年々増加し、令和元(２０１９)年度の営農型太陽光発電

の取組面積は前年度と比べて１８２ｈａ増の７４２ｈａとなりました。
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(バイオマス産業都市を新たに３市町村選定)

地域のバイオマスを活用したグリーン産業の創出と地域循環型エネルギーシステムの

構築を図ることを目的として、経済性が確保された 貫システムを構築し、地域の特色⼀

を活かし、バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目

指す地域を 関係府省が共同で バイオマス産業都市 として選定しています 令和３(２、 「 」 。

０２１)年度には、北海道雄武町、長野県長野市、宮崎県川 南 町の３市町を選定し、こ
おうむちよう な が の し かわみなみちよう

れまでに９７市町村が選定されました。農林水産省は、これらの地域に対して、地域の

構想の実現に向けて各種施策の活用、制度・規制面での相談・助言等を含めた支援を行

っています。

(農業水利施設を活用した小水力発電等により農業者の負担軽減を推進)

農業水利施設等を活用した再生可能エネルギー発電施設については 令和２(２０２０)、

年度末までに、農業用ダムや水路を活用した小水力発電施設は１５９施設、農業水利施

設の敷地等を活用した太陽光発電施設、風力発電施設はそれぞれ１２４施設、４施設の

計２８７施設を農業農村整備事業等により整備してきました。発電した電気を農業水利

施設等で利用することにより、施設の運転に要する電気代が節約でき、農業者の負担軽

減にもつながっています。

また、土地改良施設の使用電力量に対する農業水利施設を活用した小水力等再生可能エ

ネルギーによる発電電力量の割合については、令和２(２０２０)年度の約３割から、

令和７(２０２５)年度までに約４割以上に引き上げることを目標としています。令和３

(２０２１)年度は３６の小水力発電施設の整備を っており、引き続き、小水力等発電⾏

施設の整備を進めています。

(コラム) 世界のバイオ燃料用農産物の需要は増加の見通し

近年、米国、ＥＵ等の国・地域において、化石燃料への依存の改善や二酸化炭

素排出量の削減、農業・農村開発等の目的から、バイオ燃料の導入・普及が進展

しており、とうもろこしやさとうきび、小麦、なたね等のバイオ燃料用農産物の

需要が増大しています。

令和３(２０２１)年７月にＯＥＣＤ(経済協力開発機構)とＦＡＯ(国際連合食糧

農業機関)が公表した予測によれば、令和２(２０２０)年から令和１２(２０３０)

年までに、バイオエタノールの消費量は約１億１，８００万ｋＬから

約１億３，２００万ｋＬへ、バイオディーゼルの消費量は約４，８００万ｋＬか

ら約５，１００万ｋＬへとそれぞれ増加し、原料の生産も更に増加する見通しと

なっています。
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第４節 中山間地域をはじめとする農村に人が住み続けるための条件整備

中山間地域を始めとする農村は、多様な地域住民が生活する場ですが、人口減少や少

子高齢化が都市に先駆けて進行しています。このような中で農村を維持し、次の世代に

継承していくためには、集落の現状を踏まえた地域コミュニティの維持を目的とする活

動を支援するとともに、多面的機能の発揮を促進するための日本型直接支払制度の活用

等により、農村に人が安心して住み続けるための条件が整備されることが必要です。本

節では、これらの取組に係る動向について紹介します。

( ) 地域コミュニティ機能の維持や強化1

ア 地域コミュニティ機能の形成のための場と世代を超えた 々による地域のビジョン⼈

づ くり

(集落の現状を踏まえ地域コミュニティを維持)

、 。 、農村は 地域住民の生活や就業の場になっています そして農村を支える農業集落は

地域に密着した水路・農道・ため池等の農業生産基盤や収穫期の共同作業・共同出荷等

の農業生産面のほか、集落の寄り合い(地域の諸課題への対応を随時検討する集会、会合

等)といった協働の取組や伝統・文化の継承等、生活面にまで密接に結び付いた地域コミ

ュニティとして機能しています。

２０２０年農林業センサスによると、寄り合いの開催回数が年間５回以下と少ない集

落の割合を地域別に見ると、北海道や中国、四国地方で大きい傾向にあります。これら

の地域での集落活動が弱体化し、地域コミュニティの維持が難しくなりつつあると考え

られます。

また、令和３(２０２１)年６ ８月に内閣府が行った世論調査によると、農山漁村で〜

生活する上で困っていることとして 「都市地域への移動や地域内の移動などの交通手、

段が不便」や 「買い物、娯楽などの生活施設が少ない」との回答がそれぞれ４割を超、

えています。このことからも、今後、一層農村の地域コミュニティの維持が難しくなる

ことが考えられます。

こうした中 同年６月に公表した 新しい農村政策の在り方に関する検討会 及び 長、 「 」 「

期的な土地利用の在り方に関する検討会」の中間取りまとめ(以下「両検討会中間取りま

とめ」という。)においては、中山間地域を中心に、集落そのものは当面維持されるとし

つつも、農地の保全や、買物・子育て等の集落の維持に必要不可欠な機能が弱体化する

地域が増加していくことが懸念されるとしています。また、こうした集落の機能を補完

するためには、地域の有志の協力の下、地域コミュニティの維持に資する取組を支援す

ることが重要だとしています。

農林水産省は、地域住民がいきいきと暮らしていける環境の創出を行うため、地域住

民団体等からなる地域協議会に対して、買物支援等の農山漁村で暮らす人々が引き続き

住み続けるための取組等の活動計画の策定やそれを実施するための体制構築等を支援し



- 11 -

ています。令和３(２０２１)年度は、全国で５８地区の活動計画の策定や体制構築等を

支援しました。

イ 「小さな拠点」の形成の推進

(「小さな拠点」の形成数が増加)

地域住民が地方公共団体や事業者、各種団体と協力・役割分担をしながら、行政施設

や学校、郵便局等の各種生活支援機能を集約・確保するほか、地域の資源を活用し、仕

事・収入を確保する取組等により地域のコミュニティを維持する「小さな拠点」につい

ては、令和３(２０２１)年５月末時点で、全国で前年より約１割増加となる１，４０８

か所で形成されています。

このうち８５％の１，１９９か所においては住民主体の地域運営組織( )が設立さRMO

れ、地域の祭りや公的施設の運営、広報誌の作成のほか、高齢者交流サービス、体験交

流、特産品の加工・販売、買物支援等、様々な取組が われています。⾏

関係府省庁が連携し、遊休施設の再編・集約に係る改修や、廃校施設の活用等に取り

組む中、農林水産省は、農産物加工・販売施設や地域間交流拠点等、インフラの整備を

行っています。

(集落の機能を補完する「農村 」の形成を支援)RMO

中山間地域を中心に、集落の維持に必要不可欠な機能が弱体化する地域が増加してい

くことが懸念されている中で、両検討会中間取りまとめにおいては、複数の集落の機能

を補完して、農用地保全活動や農業を核とした経済活動と併せて、生活支援等の地域コ

ミュニティの維持に資する取組を行う「農村型地域運営組織」(以下「農村 」といRMO

う。)を形成していくことの重要性が示されました。この農村 は、中山間地域等直RMO

、 、接支払の農用地の保全活動を行う組織等を中新に 地域の多様な主体を巻き込みながら

農山漁村の生活支援に至る取組を手掛ける組織へと発展していくものです。

これを受け、農林水産省は、複数の農村集落の機能を補完する農村 の形成を推RMO

進するため、農村 を目指すむらづくり協議会等が策定する将来のビジョンに基づRMO

く農用地保全、地域資源の活用、生活支援に係る計画の作成、実証事業等の取組に対し

NPOて支援します。また、関係する部局や機関(都道府県、市町村の関連部局や農協、

法人等)から構成される都道府県単位の支援チームや、全国プラットフォームの構築を支

援し、農村 の形成を促進することとしています。RMO

(２) 多面的機能の発揮の促進

(中山間地域等直接支払制度の交付面積が減少、集落の将来像の話合いを促進)

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を目的として、平成２６(２０１４)年度から日
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本型直接支払制度が実施されています。

令和２(２０２０)年度から始まった中山間地域等直接支払制度の第５期対策では、人口

減少や高齢化による担い手不足、集落機能の弱体化等に対応するため、制度の見直しを

行いました。人材確保や営農以外の組織との連携体制を構築する活動のほか、農地の集

積・集約化や農作業の省力化技術導入等の活動、棚田地域振興法の認定棚田地域振興活

動計画に基づく活動を行う場合に、これらの活動を支援する加算措置を新設しました。

同年度の協定数は、交付面積が１０ｈａ未満の小規模な協定等において 「高齢化等、

で５年間続ける自信がない 「集落のリーダーを確保できない」等を主な理由として協」、

、 、定が廃止されるケースがあったことから 前年度から２千協定減の２万４千協定となり

交付面積は前年度から２万６千ｈａ減の６３万９千ｈａとなっています。

、 、令和２(２０２０)年度の協定数のうち 農業生産活動等を継続するための活動に加え

集落の話合いにより、集落の将来像を明確化する集落戦略の作成を要件としている「体

制整備単価」の協定については、前年度から４４３協定増加し、１万８千協定となりま

した。中山間地域において農業や集落の維持を図っていくためには、協定参加者が地域

、の将来や地域の農地をどのように引き継いでいくか話合いを行うことが重要であるため

集落戦略の作成を推進しています。

(多面的機能支払制度を着実に推進)

多面的機能支払制度は、農地維持支払と資源向上支払の二つから構成されています。

地域共同で行う農地法面の草刈り、水路の泥上げ等の地域資源の基礎的な保全活動等
の り め ん

を対象とする農地維持支払は、令和２(２０２０)年度の認定農用地面積が、前年度から

１万７千ｈａ増加し、農用地面積の５５％に当たる２２９万ｈａとなっています。活動

組織２万６，２３３のうち９９１の組織が広域活動組織として活動しており、前年度か

ら４４組織増加しています。

また、資源向上支払のうち、水路、農道等の軽微な補修を始めとする地域資源の質的

向上を図る共同活動については、令和２(２０２０)年度の認定農用地面積が前年度から

２万８千ｈａ増加し、農用地面積の４９％に当たる２０４万ｈａとなっています。

資源向上支払のうち施設の長寿命化のための活動は、令和２(２０２０)年度の対象農

用地面積が前年度から１万６千ｈａ増加し、農用地面積の１８％に当たる７６万ｈａと

なっています。

このほか、令和３(２０２１)年度からは、水田の雨水貯留機能の強化(田んぼダム)の

取組を行い、一定の取組面積等の要件を満たす場合に、資源向上支払のうち地域資源の

質的向上を図る共同活動の単価を加算する措置を新たに講じました。さらに、多面的機

能の増進を図る活動として、従来の農地周りの環境改善活動に加えて、鳥獣緩衝帯の整

備・保全管理も対象としました。
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(３) 生活インフラ等の確保

農村の生活インフラ等については、供用開始後２０年(機械類の標準耐用年数)を経過

する農業集落排水施設が７０％に達するなど、老朽化の進行や災害への脆弱性が顕在化
ぜいじやくせい

しています。

このような状況を踏まえ、農林水産省は、老朽化の進行や災害への脆弱性が顕在化し
ぜ い じ や く せ い

ている農村のインフラの持続性を確保するとともに、地方移住への関心が高まっている

機を捉えて農村の活性化を図るため、農業集落排水施設や農道といった生活インフラ等

の再編・強靱化、高度化等、農村に人が安心して住み続けられる条件整備を計画的・集
き よ う じ ん

中的に推進しています。

第５節 鳥獣被害対策とジビエ利活用の推進

野生鳥獣による農作物被害は、営農意欲の減退をもたらし耕作放棄や離農の要因にな

ることから、農山村に深刻な影響を及ぼしています。このため、地域に応じた鳥獣被害

対策を全国で進めるとともに、マイナスの存在であった有害鳥獣をプラスの存在に変え

ていくジビエ利活用の取組を拡大していくことが重要です。

本節では、鳥獣被害の状況とジビエ利活用等の動向について紹介します。

( ) 鳥獣被害対策等の推進1

(野生鳥による農作物被害の減少に向けた取組を推進)

野生鳥獣による農作物被害額は、平成２２(２０１０)年度の２３９億円をピークに減

少傾向で推移し、令和元(２０１９)年度には１５８億円となりましたが、令和２

(２０２０)年度では 部の地域におけるシカやイノシシの生息域の拡大等により、やや⼀

増加し１６１億円となっています。

また、鳥獣被害の６割以上を占めるシカとイノシシの捕獲頭数と被害額について、令和

元(２０１９)年度と令和２(２０２０)年度を比べると、地域別に 「捕獲、被害とも減、

」、「 、 」、「 」 。少 捕獲 被害とも増加 捕獲が増加し被害は減少 の三つの傾向に分類されます

このうち 「捕獲、被害とも増加」の地域においては、捕獲活動、侵入防止柵の設置、、

放任果樹の伐採や藪の刈り払いによる生息環境管理等の対策により、これまで 定の効⼀

果が出ていたものの、今後は被害額の減少に向けて、地域ごとに生息域、被害のあった

場所等の状況を可能な限り精緻に把握し、より 層効果的な対策を講ずることが必要と⼀
せ い ち

なっているものと考えられます。

このような中、令和３(２０２１)年度の集中捕獲キャンペーンにおいては、地域別の

傾向を踏まえ、被害が減少しなかった地域を中心に捕獲頭数目標の見直しを行うととも

に、それぞれの地域においてわなの増設、ＩＣＴの活用、多様な 材の参加促進等によ⼈

り、捕獲の取組を強化することとしています。
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(鳥獣被害防止特措法が改正)

令和３(２０２１)年９月に鳥獣被害防止特措法が改正され、更なる捕獲強化に向けた

広域的な捕獲を推進するため、都道府県が行う県域や市町村域をまたいだ捕獲活動等と

国によるその支援について規定されました。このほか、同法の改正により、鳥獣の捕獲

等の強化や鳥獣の適正な処理・有効利用の更なる推進、体系的な研修の実施による人材

育成の充実・強化等が規定されました。

(鳥獣被害防止対策を行う鳥獣被害対策実施隊と実施隊員数が増加)

鳥獣被害防止特措法に基づき、令和３(２０２１)年４月末時点で１，５０７市町村が

、 ， 、鳥獣被害防止計画を策定しており そのうち１ ２２９市町村が鳥獣捕獲や柵の設置等

様々な被害防止施策を実施する鳥獣被害対策実施隊を設置しています。また、鳥獣被害

対策実施隊の隊員数は、同年度の目標数４万人に対して、前年から１，４５３人増加し

て 万１，３９６人となっています。4

農林水産省は、鳥獣被害対策実施隊に対して、活動経費に対する支援を行っており、

実施隊員は銃刀法の技能講習の免除や狩猟税の軽減措置等の対象となっています。こう

した支援等により、鳥獣被害対策実施隊の隊員数を平成３０(２０１８)年度の水準(３万

７，２７９人)から年間９５０人程度、継続的に増加させ、令和７(２０２５)年度までに

４万３，８０ 人とすることを目標としています。0

(２) ジビエ利活用の拡大

(ジビエ利用量は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による外食需要等の低迷に

より減少、消費者への直接販売は増加)

、 、 、 、 、捕獲した野生鳥獣のジビエ利用は 外食 小売用のほか 学校給食 ペットフード等

様々な分野において拡大しています。

ジビエ利用量は令和元(２０１９)年度までは増加傾向でしたが、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大による外食需要等の減少により、特に外食での利用が多いシカの利用

量が前年度の９７３ｔに比べ２３．６ 減少して７４３ｔとなったことから、令和２(２%

０２０)年度の目標量２，３４０ｔに対して、全体では９．９ 減の１，８１０ｔとなり%

ました。

また、食肉処理施設から卸・小売業者や消費者等の販売先別のジビエ販売数量の推移

を見ると、消費者への直接販売が増加傾向にあります。特に令和２(２０２０)年度は、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による家庭用需要の増加の影響により、前年度の

２１５ｔに比べ３６．３ 増加し２９３ｔとなっています。農林水産省は、捕獲個体の%

食肉処理施設への搬入促進や需要喚起のためのプロモーションの実施等に取り組んでい

ます。こうした取組により、食肉処理施設において処理された野生鳥獣のジビエ利用量
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を令和元(２０１９)年度の水準から倍増させ、令和７(２０２５)年度までに４千ｔにす

ることを 標としています。⽬

(更なるジビエ利用の拡大に向けた取組の推進)

ジビエの利用拡大に当たっては、より安全なジビエの提供と消費者のジビエに対する

安心の確保を図ることが必要です。このため、厚生労働省では、令和２(２０２０)年６

月に食品衛生法を改正し、ジビエの食肉処理施設において による衛生管理を義HACCP

務付け、食用に供されるジビエの安全性を確保しています。

また、農林水産省においても、平成３０(２０１８)年から国産ジビエ認証制度を実施

し、ジビエの処理加工施設の自主的な衛生管理等を推進しており、認証を取得した施設

は、令和４(２０２２)年３月末時点で、前年度から６施設増加し、２９施設となってい

ます。

また、ジビエ利用量を倍増させる目標の達成に向け、農林水産省ではジビエの全国的

な需要喚起のためのプロモーションとして、平成３０(２０１８)年からジビエを提供し

ている飲食店等をポータルサイト「ジビエト」で紹介しています。令和４(２０２２)年

３月時点で約４００店舗の情報を紹介しています。

さらに、令和３(２０２１)年１１月から令和４(２０２２)年２月において、全国で約

， 。 、１ ７００店の飲食店等が参加する全国ジビエフェアを実施しました このフェアでは

消費者にジビエをもっと知って食べてもらえるようＰＲし、フェア期間中にジビエメニ

ューを提供する飲食店、ジビエ商品を販売する小売店、ＥＣサイト等の情報を取りまと

め、提供することで、全国的なジビエの消費拡大を図りました。

第６節 農村を支える新たな動きや活力の創出

「田園回帰」による の流れが全国的に広がりつつある中で、本節では、地域づくり⼈

に向けた人材育成や、棚田地域の振興、多面的機能に関する理解の促進等の様々な取組

について紹介します。

(１) 地域を支える人材づくり

ア 地域づくりに向けた人材育成等の取組

(地域に寄り添ってサポートするい人材「農村プロデューサー」を養成)

近年、地方公共団体職員、特に農林水産部門の職員が減少しており、平成１７(２００５)

年を１００としたときに比べて令和２(２０２０)年では２０ポイント以上低下していま

す。このような中、各般の地域振興施策を使いこなし、新しい動きを生み出すことがで

きる地域とそうでない地域との差が広がり、いわゆる「むら・むら格差」につながるこ

とが懸念されます。

こうしたことから、地域への愛着と共感を持ち、地域住民の思いをくみ取りながら、
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地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の実現に向けてサポートする人材(農村プロデュ

ーサー)を育成するため、農林水産省は、令和３(２０２１)年度から「農村プロデューサ

ー養成講座」の取組を開始しました。地方公共団体職員や地域おこし協力隊員等が受講

しています。

(農山漁村地域づくりホットラインの活用)

農林水産省は、令和２(２０２０)年１２月から、農山漁村の現場で地域づくりに取り

組む団体や市町村等を対象に相談を受け付け、取組を後押しするための窓口「農山漁村

地域づくりホットライン」を開設しています。開設以来、市町村を始め、地域協議会、

社会福祉法人等からの相談が寄せられています。

、 、これらのうち 活用可能な事業や事業制度に関する相談が全体の約７割を占めており

次いで交付金事業の公募や予算に関する相談が多くなっています。このほか、農山漁村

で活用可能な様々な府省の施策を紹介する「地域づくり支援施策集」についても情報を

随時更新し、窓 の サイト内で紹介しています。⼝ Web

(事例) 行政と住民が協働した地域の課題解決への取組(高知県)

高知県梼原町は、町の面積の９１％を森林が占める山深い町です。住民の多くが
ゆすはらちよう

「梼原で一生過ごしたい 」と思う一方 「飲み水や生活用水の質や量が不十分 、。 、 」

「交通の手段が不十分 「野生動物による農業被害 「雇用の不足」等の課題が」、 」、

浮き彫りとなっていました。

これらの課題を解決するために行政と住民が協働して平成２２(２０１０)年に

梼原町の振興計画を策定し、住民自身が解決していく仕組みである「集落活動セ

ンター」を、平成２５(２０１３)年から順次、町内全域に６か所設置しました。

「できることから始めよう」を合い言葉に、課題に取り組んでおり、お金も物

も地域内で循環する仕組みの構築による雇用創出や生産者の所得増につながり、

更に住民の意識と行動が変わり始めています。

集落活動センターの仕組みは公共的な役割も担っており、その経営は、収益を

得る活動だけではなく、その地域で生きる住民や地域の役に立ち、地域社会を支

えることを目指して、引き続き取り組んでいくこととしています。

イ 関係人口の創出・拡大や関係の深化を通じた地域の支えとなる人材の裾野の拡大

(農的関係人口の創出・拡大等を推進)

都市住民も含め、農村の支えとなる人材の裾野を拡大していくためには、都市農業、

農泊等を通じ、多様な人材が農業・農村に関わることで、農村の関係人口である「農的

」 。 、関係人口 の創出・拡大や関係深化を図ることが効果的です 農的関係人口については
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都市部に居住しながらの農産物の購入や、農山漁村での様々な活動への参画等により農

、 、村を支ええる場合 都市部の住民が短期間の農作業を手助けするなど農業に携わる場合

農村の地域づくりに関わる等、多様な関わり方があります。

農林水産省は、これらの様々な形で農村への関わりを深め、農村の新たな担い手へと

、 。 、発展していくような取組に対して 発展段階に応じて支援を行っています 具体的には

都市部での農業体験や交流、農山漁村でのくらしを体験する取組等に対する支援を行っ

ています。

(事例) 農業体験から移住へつながる活動(千葉県)

法 は、平成２３(２０１１)年から千葉県匝瑳市で都市部に⼈NPO SOSA Project
そ う さ し

住む に向けた農業体験や希望者に対する移住のあっせん等を行う活動をして⼈

います。

参加者やその家族が食べるお米を田植から収穫、持ち帰りまで一貫して行う取

組や、里山維持のための草刈り、小屋づくりや古民家のリノベーション、田舎暮

らしのノウハウを伝授する取組等を継続して行っています。

こうした米・大豆づくりなどに加えて、 や伝統的土木、電気自給などのDIY

ワークショップに参加するために、令和３(２０２１)年度は都市部から同市に

１００組、約３００人が通っています。移住希望者には、空き家のあっせんも行

い、同市を含め近隣市町村への移住者はこれまでに５０組以上となっています。

また、この取組への地域住民の参加者も増え、都市住民・移住者と地元民の交

流等が盛んになっています。

同法人理事の髙坂勝さんは 「取組の規模を大きくし過ぎると運営側の負担が、
こうさかまさる

過大となり無理が生じるので、現状の取組規模を維持しつつ、田舎暮らしに必要

なスキルや知恵、経験を得てもらい、関係人口にとどまらず、地方移住への流れ

を大きくしたい 」と話しています。。

(子供の農山漁村体験の推進)

農林水産省を含む関係府省は、平成２０(２００８)年度から、子供が農山漁村に宿泊

し、農林漁業の体験や自然体験活動等を行うことで、子供たちの学ぶ意欲や自立心、思

いやりの心等を育む「子ども山漁村交流プロジェクト」を推進しています。この取組の

中で、農林水産省は、都市と農山漁村の交流を促進するための取組や交流促進施設等の

整備に対する支援等、受入側である農山漁村への支援を行っています
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ウ 多様な人材の活躍による地域課題の解決

(企業人材や地域おこし協力隊が活躍)

農山漁村地域でビジネス体制の構築やプロモーション等を行う専門的な人材を補うた

め、総務省は地域活性化に向けた幅広い活動に従事する企業人材を派遣する「地域活性

化起業人」を実施しています。この取組は、企業から人材の派遣を受ける地方公共団体

だけでなく、人材を派遣する企業側にも人材育成や社会貢献等のメリットがあるもので

す。農林水産省としては、農山漁村地域における人材ニーズの把握や活用の働き掛け、

マッチング等を行っています。

さらに 「地域おこし協力隊」として都市地域から過疎地域等に生活の拠点を移した、

者が、全国の様々な場所で地域のブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこ

、 、 「 」 、しの支援や 農林水産業への従事 住民の生活支援等の 地域協力活動 を行いながら

その地域への定住・定着を図る取組を行っています。

(半農半Ｘを始めとした農業への関わり方の多様化が進展)

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり、テレワーク等場所を問わない働

き方が急速に進んだことで、地方への移住や二地域居住のような動きが注目されていま

す。 半農半 の「 」に当たる部分は多種多様で、半分農業をしながら、半会社員、半X X

農泊運営、半レストラン経営等様々です。この場合、 ターンのような形で、本人又はU

配偶者の実家等で農地やノウハウを継承して半農に取り組む事例も見られます。また、

季節ごとに繁忙期を迎える農業、食品加工業等、様々な仕事を組み合わせて通年勤務す

るような事例も見られるようになってきています。

令和３(２０２１)年６ ８月に内閣府が行った世論調査で、農山漁村に移住願望があ〜

ると回答した者に「農山漁村地域に移住したらどのような仕事がしたいか」と尋ねたと

ころ 「現在と同じ仕事」と回答した者が３３．３％と最も多いものの 「複数の仕事の、 、

組み合わせ」が２割程度となっており、生業についての考え方が多様化していることが
な り わ い

うかがわれます。また 「移住しようとする農山漁村地域の生活にどのようなことを期、

待するか」について尋ねたところ 「自然を感じられること」(７６．８％)に続き 「農、 、

林漁業に関わること」が３２．６ と多くなっています。%

一方、現在の住まいの地域が農山漁村地域と回答した者に「都市住民が農山漁村地域

に移住する際の問題点は何か」と尋ねたところ 「都市住民が移住するための仕事がな、

い」と回答した者が５６．６％と最も多くなっており、就業の場の確保が重要な課題と

なっていることがうかがわれます。
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(事例) 人手不足の解消と良質な雇用環境を確保(長崎県)

、 、五島市地域づくり事業協同組合は 人口急減地域特定地域づくり推進法に基づき
ご と う し ち い き

令和３(２，０２１)年に長崎県五島市で設立しました。組合で職員を雇用し、組
ご と う し

合員である農業者等の事業者に派遣することにより、地域の担い手の確保に取り

組んでいます。

同組合では、同年４月から２人の職員を採用し、季節によって繁忙期が異なる

職場に職員を派遣しており、派遣された職員は通年で安定した収入を得られてい

ます。 組合員の要望に応え、同年１２月時点で８人の職員を雇用し、農業や食

品加工業等の事業者に派遣しています。

職員の一人である、尾田遼斗さんは同年５月から農業生産法人「株式会社アグ
お だ りよう

リ・コーポレーション」で畑作業をし、７月からは水産加工、冬からはだいこん

等の収穫作業や切り干し加工をするなどの食品加工の仕事に就いています。尾田

さんは 「様々な職場で働くことは、いろいろな たちと触れ合えるし、良い経、 ⼈

験になり、自分自身が成長するのを感じている。農作物を作る楽しみもあって今

後も続けていきたい 」と話しています。。

組合事務局長の野口敏明さんは 「当初予定より、職員のなり手が多く、有り、
の ぐ ち としあき

難い状況となっている。引き続き、島内の若者の流出を食い止め、 ターン者のUI

増加にもつなげたい 」と話しています。。

(事例) 半農半 を実践する企業(静岡県)X

静岡県伊豆の国市の土屋建設株式会社は、農村の高齢化・人口減少等による基
い ず く に し つ ち や け ん せ つ

盤整備需要の減少を受け、自ら農村の活性化と地域産業の振興を行うため、平成

２３(２０１１)年から農業に参入しています。

営農開始当初に借り入れた農地のうち、７０ａは耕作放棄地でしたが、自社の

重機やそのオペレーター等、建設業の技術を活用して農地を耕し、栽培技術につ

いては、農協や地元農家等からの支援を得て、耕作を開始しました。

令和３(２０２１)年時点での経営 積は２．５ｈａ、農業従事者７人、うち臨⾯

。 、時雇用者４人となっています 地域の特産であるだいこんやすいかの栽培を始め

６０種程度の露地野菜等、多種多様な品種を栽培し、自社ブランド「ろっぽう野

菜」として販売をしています。

同社は、今後も近隣の農家の販売を請け負う体制を構築することにより、地域

の活性化に取り組んでいきたいとしています。
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(２) 農村の魅力の発信

(棚田地域の振興を推進)

棚田を保全し、棚田地域の有する多面的機能の維持増進を図ることを目的とした棚田

地域振興法が令和元(２０１９)年に施行され、市町村や都道府県、農業者、地域住民等

の多様な主体が参画する指定棚田地域振興協議会による棚田を核とした地域振興の取組

を、関係府省横断で総合的に支援する枠組みが構築されています。農林水産大臣等の主

務大臣は、令和３(２０２１)年度までに、同法に基づき累計６９８地域を指定棚田地域

に指定しました。また、指定棚田地域において指定棚田地域振興協議会が策定した認定

棚田地域振興活動計画を累計１６６計画認定しました。

また、棚田の保全と地域振興を図る観点から、同年度には 「つなぐ棚田遺産 ふる、 〜

」 、 。さとの誇りを未来へ として 優良な棚田２７１か所を農林水産大臣が認定しました〜

このほか、農林水産省は、都道府県に対して、棚田カードを作成し、都市住民に棚田

の魅力を発信することを呼び掛けています。同年度末時点で累計１０８の棚田地域が参

加する取組となっており、棚田地域を盛り上げ、棚田保全の取組の一助となることが期

待されます。

(３) 多面的機能に関する国民の理解の促進等

(新たに２施設が世界かんがい施設遺産に登録)

世界かんがい施設遺産は、歴史的・社会的・技術的価値を有し、かんがい農業の画期

的な発展や食料増産に貢献してきたかんがい施設を (国際かんがい排水委員会)が認ICID

定・登録する制度で、令和３(２０２１)年には我が国で新たに寺ケ池・寺ケ池水路と宇

佐のかんがい用水群の２施設が登録され、これまでの国内登録施設数は計４４施設とな

りました。

(世界農業遺産国際会議２０２１を開催)

(国際連合食糧農業機関)が認定する日本国内の世界農業遺産は 令和３(２０２１)FAO 、

年度末時点で、１１地域となっています。令和３(２０２０)年は国内で初めて世界農業

遺産が認定されてから１０周年となることから、同年１１月に石川県において世界農業

遺産国際会議２０２１を開催し、各認定地域の取組や情報を共有するとともに世界農業

遺産の更なる活用・保全について議論を行いました。

このほか、農林水産大臣が認定する日本農業遺産は令和３(２０２１)年度末時点で、

２２地域となっています。

(「ディスカバー農山漁村の宝」に３４地区と４人を選定)

農林水産省と内閣官房は、平成２６(２０１４)年度から、農山漁村の有するポテンシ

ャルを引き出すことで地域の活性化や所得向上に取り組んでいる優良な事例を「ディス
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カバー農山漁村の宝」として選定し、農村への国民の理解の促進や優良事例の横展開等
む ら

に取り組んでいます。令和２(２０２０)年度までに２１１件選定しており、第８回目と

なる令和３(２０２１)年度は全国の３４地区と４人を選定しました。選定を機に更なる

地域の活性化や所得向上が期待されます。

(コラム) パンフレットやジュニア農林水産白書で多面的機能等の理解を促進

(１) パンフレット「農業・農村の多面的機能」

農林水産省では、農業が有する国土保全・水源涵養・景観保全等の多面的機能に
か ん よ う

ついて国民の理解を促進するため、これらの機能を分かりやすく解説したパンフレ

ット約２万８千部を道の駅やイベント等を通じて、国民の幅広い層に配布し、普及

・啓発を行っています。

(２) ジュニア農林水産白書

農林水産省は、小学校高学年向けに、我が国の農林水産業、農山漁村、それらが

有する多面的機能への理解を深めてもらうようジュニア農林水産白書を作成してい

ます。令和３(２，０２１)年９月に公表した２０２１年版ジュニア農林水産白書に

ついては、農林水産省の で配信したことに加え、文部科学省の協力により同SNS

年１０月に同省のメールマガジンとＳＮＳで、全国の子供の保護者、教育関係者等

に対し周知しています。


